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＜解答＞ 

設問１ 設問２ 設問３ 設問４ 設問５ 

 

  × 
 

 

○ 
 

× 

 

× 

 

× 

 

＜解説＞ 

【設問１】 × 

 昭和 32 年４月２日以降生まれの方は、新制度の農業者老齢年金につ

いて、65 歳到達時に必ず裁定請求をしなければならない。 

 

■解説（研修資料 Ｐ６） 

 昭和 32 年４月２日以降に生まれた方の場合は、65 歳以上 75 歳未満の間で、年金の受

給開始時期を選択することができます。 

 また、新制度の農業者老齢年金は繰上げ請求が可能であるため、60 歳以上 65 歳未満の

間で、裁定請求することもできます。 

 

 

【設問２】 ○ 

 Ａさんは、新制度の農業者老齢年金（年額 8 万円）と特例付加年金（年

額２万円）の合計 10 万円を受給している。 

 Ａさんへの年金の支払いは、年１回 11 月となる。 
 

■解説（研修資料 Ｐ９） 

 新制度は、農業者老齢年金及び特例付加年金の合計額（年額）が 12 万円未満の場合は、

年１回 11 月に年金が支払われます。 

 なお、新制度の年金が合計 12 万円以上又は旧制度の年金を受給している方は、２、５、

８、11 月の年４回に前３ヶ月分を支払います。 

 

 

（裏面に続きます） 
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【設問３】 × 

 新制度の特例付加年金は、65 歳になるまでに経営継承をしなければ

受給することができない。 
 

■解説（研修資料 Ｐ10） 

 特例付加年金を受給するための支給要件の１つである経営継承について、年齢制限はあ

りません。 

 ただし、旧制度の経営移譲年金については、65 歳になる誕生日の前々日までに経営移譲

している必要があります。 

 

 

【設問４】 × 

 経営継承の相手方として、60 歳以上の後継者又は第三者の農業経営

者は適格である。 
 

■解説（研修資料 Ｐ19） 

 経営継承の相手方として、必ず 60 歳未満の後継者、第三者である必要があります。 

 なお、60 歳未満の後継者又は第三者の新規就農者に経営継承する場合は、農業従事年数

が「通算３年」もしくは「継続１年」以上であることも必要です。 

 

 

【設問５】 × 

 旧制度の農業者老齢年金は、新制度同様、60 歳から 64 歳の間で繰上

げ請求ができる。 
  

■解説（研修資料 Ｐ25） 

 旧制度の老齢年金の受給には「65 歳に到達している」必要があります。そのため、60

歳から 64 歳の間で繰上げ請求はできません。 

（以上） 
 

 本日はご多忙の中、研修にご参加いただきありがとうございました。

引き続き農業者年金をよろしくお願いいたします。 


